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政策＆規制 算定方式 プロセスの流れ

アウトライン
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工業
に関する
法律

2014年第3号

産業活性化
に関する

政令2018年第29号

政府の
物品・サービス調達

に関する
大統領令2025年第46号

第86条
省庁/地方政府/国営企業/地方公営企業/ 民間企業および/または国が占有す
る資源の事業化を行う者は、物品/サービスの各調達において国産品
（PDN）を使用する義務を負う。

第58条
国産品の使用義務は、調達の計画段階および実施段階において行わ
れなければならない。

第61条
国産品の使用義務は、国産化率（TKDN）＋企業貢献比重(BMP)の合
計が 40％以上の国産品が存在する場合に適用される。

第4条
政府の物品/サービス調達の目的は、国産品の使用を拡
大することにある。

第66条
政府の物品/サービス調達においては、 TKDN＋BMP が
40％以上（TKDN25％以上）の製品が存在する場合、国
産品の使用が義務付けられる。

政策＆規制

法的根拠
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工業大臣規則2020年第16号
医薬品の国産化率（TKDN）算定規定・方式

プロセスベース

工業大臣規則2017年第29号
携帯電話・携帯用コンピューター・タブレットコンピューター
のTKDN算定規定・方式について

材料＋プロセスベース

工業大臣規則2011年第16号
TKDN算定規定・方式

コストベース

工業大臣規則2022年第46号
小企業向けのTKDN算定規定・方式

工業大臣規則2020年第22号
電子・ICT機器のTKDN算定規定・方式

コスト＋プロセスベース

工業大臣規則2022年第31号
医療機器・体外診断用医療機器のTKDN算定規定・方式

コスト＋プロセスベース

工業大臣規則2023年第28号
EV用バッテリーのTKDN算定規定・方式

Cost + Process Based

工業大臣規則2024年第34号
ソーラーモジュールのTKDN算定規定・方式

コストベース

材料ベース

政策＆規制

公布後3か月で施行 → 2025年12月11日

©SUCOFINDO



hal. 5

政策＆規制

第71条

物品TKDN値の算定は、本大臣規則の規定に基づいて行う、または
特定の物品向けのTKDN値の算定規定および方式を規制する大臣
規則の規定に基づいて行うことが可能である。

雑則

©SUCOFINDO
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政策＆規制

原材料を加工、および/または工業資源を活用して、より高い付加価値を有する物品を生産するす
べての経済活動のことであり、工業サービスを含む。

インドネシアにおいて投資および生産を行う企業によって製造または実施され、設計およびエンジ
ニアリングを含む物品およびサービスであって、労働者の全部または一部がインドネシア国民で
あり、その工程において使用される原材料または部品の全部または一部が国内由来であるもの
のことである。

有体・無体、動産・不動産を問わず、利用者が取引、使用、または活用することができる各物体の
ことである。

サービス提供者によって実施される業務サービスであって、統合サービスを含む建設サービス、コ
ンサルティングサービス、建設およびその他のサービスのことである。

設立段階から、製造前、製造、製造後、アフターサービスおよびその他の関連活動に至るまで、生
産プロセスの各段階において実施されるサービス活動であって、提供されるサービスの性質が、
生産される製品に対して補完的または代替的な性質を有するもののことである。

工業

国産品

物品

サービス

工業サービス

定義
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政策＆規制

検証を行うことができない物品

*全ての原材料および/または部品が輸入に由来する物品

包装および/または梱包作業のみから
生産される物品

部品の分解によって生産される物品、

または自然由来であり、生産工程が行
われていない物品

塗装、着色、切断、スライス加工または
希釈作業のみから生産され、かつ関税
分類（HSコード）を変更しない物品

*物品TKDN値の算定は、法令の規定に基づき実施することができる。 ©SUCOFINDO
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政策＆規制

TKDNの種類

TKDNの種類

物品

工業サービス

物品・サービスの混合

成果物

認証書

認証書

証明書

©SUCOFINDO
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TKDN申請者

PERUSAHAAN INDUSTRI

PERUSAHAAN 
JASA INDUSTRI

PELAKU USAHA YANG MENGHASILKAN 
GABUNGAN BARANG DAN JASA

PELAKU USAHA YANG MELAKUKAN 
KERJA SAMA DENGAN PERUSAHAAN 
INDUSTRI UNTUK MEMPRODUKSI 
BARANG

TKDN BARANG

TKDN JASA INDUSTRI

TKDN GABUNGAN 
BARANG DAN JASA

政策＆規制

工業会社

物品の製造のために工業
会社と協力を行う事業者

物品TKDN

工業サービス会社 工業サービスTKDN

物品・サービスの混合を
生産する事業者

物品・サービス混
合TKDN©SUCOFINDO
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政策＆規制

申請要件

申請者 NIB RBA SIINAS

産業データ/

報告書 工業会社との協力契約

工業会社 √ √ √

物品の製造のために工業会社と
協力を行う事業者

√ √ √

工業サービス会社 √ √ √

物品・サービスの混合を生産す
る事業者 √ √

©SUCOFINDO



hal. 11

物品TKDN値の算定方式

*工業大臣規則2025年第35号

算定方式

©SUCOFINDO
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算定方式

生産要素の評価比重

TKDN

75% 

直接
材料

10% 

直接労
働者

15% 

工場間
接費

©SUCOFINDO
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算定方式

直接材料

各主要部品の物品TKDN値に、1単位の物
品を生産する際の当該主要部品の使用
割合を乗じた値を累積したもの。

主要部品の評価規定 TKDN

- TKDN認証書あり

> 80% 100%

> 60% s/d 80% 80%

> 40% s/d 60% 60%

25% s/d 40% 40%

< 25% 25%

- TKDN認証書なし

国内で生産され、かつ全ての原材料が国内由来
であるもの

100%

国内の天然資源に由来するもの 100%

国内で生産されるもの 25%

外国由来のもの 0%

主要部品の詳細は、
大臣の承認を得た後に総局長が定める。

©SUCOFINDO
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算定方式

直接労働力者

直接労働者のうち、インドネシア国籍を有する者が直接労働者
総数の少なくとも50％を占めている、および

直接労働者のうち、インドネシア国籍を有する者が直接労働者
総数の少なくとも50％を占めている、および

WNI WNA

国籍

物品の生産活動が、インドネシア国内に所在する自己所有の工
場において自ら実施されている。

物品の生産活動が、インドネシア国内に所在する他の工業会社
が所有する工場において自ら実施されている。

100%

60%

30%

直接労働者のうち、インドネシア国籍を有する者が直接労働者
総数の少なくとも50％を占めている、および

物品の生産活動が、インドネシア国内に所在する他の工業会社
が所有する工場において、他の工業会社によって実施されてい
る。

直接労働者のうち、インドネシア国籍を有する者が直接労働者
総数の50％未満である。0%

©SUCOFINDO
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算定方式

工場間接費

事業者がインドネシア国内において投資を行っている

生産施設

物品の生産活動が、インドネシア国内に所在する自己所有の工
場において自ら実施されている

物品の生産活動が、インドネシア国内に所在する他の工業会社
が所有する工場において自ら実施されている

100%

60%

30%

事業者がインドネシア国内において投資を行っている

物品の生産活動が、インドネシア国内に所在する他の工業会社
が所有する工場において、他の工業会社によって実施されてい
ること

0% 事業者がインドネシア国内において投資を行っていない

©SUCOFINDO
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必要データおよび書類（一般データおよび法的側面）

1. NIB (事業基本番号)

2. OSS標準証明書

3. NPWP (納税者番号) 

4. 設立証書および最新の変更証書

5. 組織構成

6. 生産フロー図

7. 物品TKDN自己評価

©SUCOFINDO
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必要データおよび書類 (TKDN)

1. 材料 1. 部品表（Bill of Material）

2. 原材料のインボイス

3. TKDN認証書

1. 国籍申立書

2. 労働者リスト

3. 労働者リストに応じたIDカード

1. 固定資産税納税通知書/SPPT PBB (自己所有の場合)

2. 生産工場の賃貸借契約書

3. 会社貸借対照表における資産一覧

2. 直接労働者

3. 工場間接費

©SUCOFINDO
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現場検証

現場検証

材料

製造工程

最終製品

©SUCOFINDO



hal. 19

BMP
企業貢献比重

算定方式

©SUCOFINDO
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雇用吸収4%

新規投資の追加4%

パートナーシップ・サ
プライチェーン強化

4%

パイオニア産業・輸
入代替

4%

国際製造機械・設備
の利用

4%

生産拠点4%

Industri 4.0の導入2%

産業人材育成2%

国内商標の保有2%

グリーン産業の導入2%

輸出額2%

認証/認定の保有1%

ESG (environmentsocial
governance)導入

1%

表彰/アワード保有1%

SIINasでの産業デー
タ報告遵守

1%

最大BMP 値 (15%)

算定方式

©SUCOFINDO
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大規模工業の場合、1000人を超える労働者を有している。

中規模工業の場合、300人を超える労働者を有している。
100%

小規模工業の場合、50人を超える労働者を有している。

大規模工業の場合、労働者数が1000人未満である。

中規模工業の場合、労働者数が300人未満である。
50%

小規模工業の場合、労働者数が50人未満である。

証明書類：労働者名簿および賃金支払証憑

算定方式

雇用吸収

©SUCOFINDO
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過去5年間の新規投資の追加が、初期投資額の総額の100％を
超えている。

過去5年間の新規投資の追加が、初期投資額の総額の50％以
上100％以下である。

100%

75%

50%
過去5年間の新規投資の追加が、初期投資額の総額の50％未
満である。

証明書類：投資または資産のデータを示す書類、または監査済みの年次財務諸表

算定方式

新規投資の追加

©SUCOFINDO
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証明書類：事業許認可に関する一覧、および/またはサプライチェーン確保に係る協力書類

パートナーシップ・サプライチェーン強化

国内の小規模工業10社の事業者と、サプライチェーン確保のた
めの伴走型パートナーシップ関係を構築している。

100%

75%

50%
農業者、漁業者、畜産業者等の国内の原材料サプライヤー10者
から25者とパートナーシップ関係を構築している。

国内の小規模工業10社未満の事業者と、サプライチェーン確保
のための伴走型パートナーシップ関係を構築している。

農業者、漁業者、畜産業者等の国内の原材料サプライヤー10者
未満とパートナーシップ関係を構築している。

25%

国内の小規模工業25社を超える事業者と、サプライチェーン確
保のための伴走型パートナーシップ関係を構築している。

農業者、漁業者、畜産業者等の国内の原材料サプライヤー25者
を超える者とパートナーシップ関係を構築している。

算定方式

©SUCOFINDO
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パイオニア産業である。

100% 過去5年間に、国内原材料の平均購入額が原材料総購入額の
75％を超える輸入代替を実施している。

過去5年間に、国内原材料の平均購入額が原材料総購入額の
50％から75％の輸入代替を実施している。

50%

過去5年間に、国内原材料の平均購入額が原材料総購入額の
25％から50％の輸入代替を実施している。

証明書類：国内原材料購入を示す書類

過去5年間に、国内原材料の平均購入額が原材料総購入額の
10％から25％の輸入代替を実施している。25%

算定方式

パイオニア産業・輸入代替

©SUCOFINDO
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証明書類：生産工程で使用する機械・設備の資産台帳および、生産工程で使用する機械・設備の購入証憑

保有する生産用機械・設備の総価額のうち、国産機械・設備が
75％を超えている。

保有する生産用機械・設備の総価額のうち、国産機械・設備が
50％から75％。

100%

75%

50%
保有する生産用機械・設備の総価額のうち、国産機械・設備が
25％から50％。

保有する生産用機械・設備の総価額のうち、国産機械・設備が
10％から25％。25%

算定方式

国産製造機械・設備の利用

©SUCOFINDO
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会社がジャワ島以外に生産拠点を有している。100%

会社がジャワ島以外に生産拠点を有していない。0%

証明書類：事業許認可（OSS ）

算定方式

生産拠点

©SUCOFINDO
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証明書類：INDI 4.0 認証書/Lighthouse Industry 4.0 表彰の保有を示す書類

INDI 4.0 Level 4の認証書を保有している。

INDI 4.0 Level 2-3の認証書を保有している。

100%

50%

25% Industri4.0を導入している。

Lighthouse industry 4.0

算定方式

INDUSTRI 4.0の導入

©SUCOFINDO
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自社の取組として、産業人材の教育・訓練のための施設を提
供、および/または教育・訓練を実施している。

100%

実習生を受け入れる、または職業教育•訓練を実施している。50%

証明書類：実施された教育訓練または実習の一覧、および当該教育訓練・実習において支援・管理および/または
実施された参加者の名簿

算定方式

産業人材育成

©SUCOFINDO
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国内事業者が保有する国内商標に係る文書を有し、知的財産
データベース（PDKI）に登録されている。

100%

国内事業者が保有する国内商標に係る文書を有さず、知的財
産データベース（PDKI）に登録されていない。0%

証明書類：商標証明証および、知的財産として登録済みであることを示す証憑

算定方式

国内商標の保有

©SUCOFINDO
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証明書類：グリーン産業認証書、グリーン産業表彰、またはグリーン産業導入を示す証憑

グリーン産業表彰を受けている。

100%

75%

50%
グリーン産業導入の取り組みは行なっているが、認証書は有し
ていない。

グリーン産業認証書を保有している。

算定方式

グリーン産業の導入

©SUCOFINDO
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証明書類：財務省発行の輸出貨物申告書および輸出船積書類

過去5年間の輸出が、年間平均２００万米ドルから300万米ドル
である。

100%

75%

50%

過去5年間の輸出が、年間平均100万米ドルから200万米ドルで
ある。

過去5年間の輸出が、年間平均100万米ドル未満である。
25%

過去5年間の輸出が、年間平均300万米ドルを超えている。

算定方式

輸出額

©SUCOFINDO
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証明書類：SNI 、標準証明書、PTC 、ハラル認証、ISPO 、CPAKB 、CPKB 、CPOTB 、CPPOB 等の認証書

少なくとも3つの特定の認証書または認定を保有している。

100%

75%

50% 少なくとも2つの特定の認証書または認定を保有している。

少なくとも1つの特定の認証書または認定を保有している。25%

少なくとも4つの特定の認証書または認定を保有している。

算定方式

認証/認定の保有

©SUCOFINDO
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ESG 評価において、AAA（80から100点）または AA（65から79

点）の格付を有している。
100%

ESG 評価において、A（55から64点）または BBB（45から54点）
の格付けを有していること。50%

証明書類：ESG 評価の格付・評価点および説明事項を記載した認証書または関連文書

算定方式

ESG (ENVIRONMENT SOCIAL GOVERNANCE)導入

©SUCOFINDO
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証明書類：国内外の表彰に係る証明書または表彰状

過去5年間に、特定の表彰を3件以上受賞している。

100%

75%

50%
過去5年間に、特定の表彰を2件以上受賞している。

過去5年間に、特定の表彰を1件以上受賞している。25%

過去5年間に、特定の表彰を4件以上受賞している。

算定方式

表彰/アワード

©SUCOFINDO
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過去5年間、SIINasに産業データおよび産業信頼指数（IKI）を継
続して期限内に報告している。100%

過去5年間、SIINasに産業データおよび産業信頼指数（IKI）を継
続して期限内に報告していない。

50%

証明書類：産業データ・産業信頼指数の報告を実施したことを示す表明書とその証憑

算定方式

SIINASでの産業データ報告遵守

©SUCOFINDO
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算定方式

• 認証申請は、SIINasを通じて電子的に実施される。

• 総局長によるSP2プロセスおよびP4DNによるLHVレビューは廃止。

• 登録番号は、工業省が発行する正式な証票として有効である。

• TKDN認証書は、TKDN値および物品仕様（主要情報）、BMP値、ならび

にTKDN値とBMP値の合計値で構成される。

• TKDN値およびBMP値は、同一のTKDN認証書に記載される。

• TKDN認証書はデジタル形式であり、ダウンロードが可能である。

• TKDN認証書の有効期間は5年間である。

• 認証書は、工業大臣が指名する工業省の担当官が電子的に発行・署名する。

最新版のTKDN認証書のサンプル
©SUCOFINDO
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プロセスの流れ

TKDN検証プロセスの流れ

SIINasおよびEasyTKDNを通
じて申請 データ・書類の不備の有無と

適合性を確認

現場検証
計算

値の最終化報告書発行SIINasで報告書を提出
TKDN認証書

©SUCOFINDO
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プロセスの流れ

TKDN検証期間全体：10営業日

SIINASからの申請

•データ・書類の不備の有無
と適合性の確認

現場検証

計算

値の最終化

報告

申請書の不備の有無の確認

書類が不備である場合、会社に差し戻される。
会社は5日以内に書類を修正する。

SERVICE LEVEL AGREEMENT（サービス水準合意書）

©SUCOFINDO
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TKDN申請要件

プロセスの流れ 納税者番号＆工業許可/事業基本番号 インドネシアに所在し、製造を行っている

自己評価を作成 SIINasから申請

©SUCOFINDO
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SIINas申請書類

1. データおよび書類の正確性に関する誓約書（印紙をはりつけたもの）

2. TKDN値および/またはBMP値の算定・検証の実施態勢にかかるコミットメントレター、SIINas

から印刷する

3. TKDN値および/またはBMP値の自己算定結果書類

4. 事業者と工業会社との間の生産協力契約書（物品TKDN）

5. 事業者とプロジェクト所有者との間の業務実施契約書（工業サービスTKDN、物品・サービス

混合TKDN）

プロセスの流れ

©SUCOFINDO



Terima Kasih

www.idsurvey.co.id
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